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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業大臣が制

定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 B 8647：0000 
 

全熱交換器単体の性能試験及び評価方法 
Method of test and characterization of performance for energy recovery 

components 
 

序文 

この規格は，2021 年に第 1 版として発行された ISO 21773 を基とし，技術的内容を変更して作成した日

本産業規格である。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。

技術的差異の一覧表にその説明を付けて，附属書 JB に示す。 

1 適用範囲 

この規格は，換気システムで使用される二つの気流の間で熱，又は熱及び水蒸気を伝達する装置のうち，

空気対空気の全熱及び顕熱交換器単体（以下，“全熱交換器”という。）の性能を試験し，特性評価する方

法を規定する。また，建築物のエネルギー性能の算定に用いる全熱交換器の性能を決定する方法について

も規定している。この規格は，次の種類の全熱交換器に適用可能である。 

— 静止形全熱交換器［再生用熱交換器（recuperators）ともいう。］ 

— 回転形全熱交換器，［再生器（regenerators）ともいう。］ 

— ヒートパイプ形全熱交換器（ただし，機械的に媒体を循環させるものを除く。） 

この規格は，霜が生成する条件における全熱交換器単体の性能測定は対象外とする。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO 21773:2021，Method of test and characterization of performance for energy recovery components

（MOD） 

なお，対応の程度を表す記号“MOD”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“修正している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）は適用し

ない。 

JIS B 8628:0000 全熱交換器 

ISO 3966，閉鎖電線管における作動流体流れの測定-ピトー静圧管を用いた速度区域法 

ISO 5801，送風機－標準化された気管を用いた性能試験 
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ISO 13253，ダクト空調機及び空冷ヒートポンプ-性能の試験及び定格 

JIS Q 17025 試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO/IEC 17025:2017，General requirements for the competence 
of testing and calibration laboratories 

JIS Z 8762-1 円形管路の絞り機構による流量測定方法－第 1 部：一般原理及び要求事項 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 5167-1，Measurement of fluid flow by means of pressure 
differential devices inserted in circular 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS B 8628 による。 

3.1  
熱通過有効度（effectiveness） 

最大可能エネルギー移行率で除した実際のエネルギー移行率（顕熱，潜熱，又は全熱） 

注釈 1 熱通過有効度を求める式を 5.2 に示す。 

3.2  
排気移行率，EATR（exhaust air transfer ratio） 

給気（SA，3.12）と外気（OA，3.11）との間のトレーサガス濃度差を，還気（RA，3.13）と外気

（OA，3.11）との間のトレーサガス濃度差で除して，排気から供給空気への移動空気量を定量化した値 

注釈 1 排気移行率を求める式を 5.6 に示す。 

注釈 2 百分率で表すことができる。回収効率比（RER，3.6）の計算では比率として使用している。 

3.3 
静止形全熱交換器（fixed-plate exchanger） 

屋外から屋内へ供給する給気流と屋内から屋外へ排出する排気流とが分離された複数の並行する空気流

路をもち，伝熱性及び透湿性をもつ仕切板を介して全熱交換を行う全熱交換器 

3.4 
ヒートパイプ形全熱交換器（heat pipe exchanger） 

屋外から屋内へ供給する給気流及び屋内から屋外へ排出する排気流に横並びに配置するフィン付きの密

閉された管の配列をもち，各チューブの中に内芯を含み，伝熱媒体で満たされている全熱交換器 

注釈 1 熱サイフォン交換器は，伝熱媒体が重力によって移動するヒートパイプ交換器として含まれる。 

3.5 
外気量補正係数，OACF（outside air correction factor） 

外気（OA，3.11）を給気（SA，3.12）で除した係数 

注釈 1 外気量補正係数を求める式を 5.5 に示す。 

3.6 
回収効率比，RER（recovery efficiency ratio） 

回収エネルギー量を，計算された送風機入力及び補助電源の合計で除した比率 

注釈 1 回収効率比を求める式を 5.4 に示す。 

注釈 2 回収効率比は，総計として，又は正味として，排気移行率（3.2）が考慮されている。 
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3.7 
回転形全熱交換器（rotary exchanger） 

蓄熱性及び蓄湿性をもつ材料から作られたローターを屋外から屋内へ供給する給気流と屋内から屋外へ

排出する排気流との間に設置し，ローターを回転して熱交換を行う全熱交換器 

3.8 
標準空気（standard air） 

密度 1.204 3 kg/m3 で，動粘度が 1.824 7 × 10-5 kg/ (m∙s）の乾燥空気 

注釈 1 これらの条件下では，20℃，絶対圧 101.325 kPa での乾燥空気が目安となる。 

3.9 
ステーション（station） 

温湿度，圧力又はその他の気流の状態量が測定される試験器具内の場所 

注釈 1 図 1 に 1，2，3 及び 4 と表示する。 

3.10 
風路間差圧（static pressure differential） 

給気出口静圧－排気入口静圧 で示される，給排気風路間の静圧差 

注釈 1 正の圧力差は，ステーション 2 の静圧がステーション 3 の静圧より高い場合に発生する。ステ

ーション 2 の静圧がステーション 3 の静圧より低い場合，負の圧力差が発生する。 

3.11 
外気，給気入口，外気量，OA（entering supply air，supply air inlet，outdoor airflow） 

全熱交換器に流入する外気 

注釈 1 図 1 に 1 で示す。 

3.12 
給気，給気出口，給気量，SA（leaving supply air，supply air outlet，supply airflow） 

全熱交換器通過後の外気 

注釈 1 図 1 に 2 で示す。 

3.13 
換気，排気入口，還気量，RA（entering exhaust air，exhaust air inlet，return airflow） 

全熱交換器に流入する室内空気 

注釈 1 図 1 に 3 で示す。 

3.14 
排気，排気出口，排気量，EA（leaving exhaust air，exhaust air outlet，exhaust airflow） 

全熱交換器通過後の室内空気 

注釈 1 図 1 に 4 で示す。 
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記号説明 
1 外気（OA） 2 給気（SA） 
3 還気（RA） 4 排気（EA） 
5 全熱交換器   

注 a) 屋外から屋内へ供給する外気（OA）から給気（SA）に至る空気の流れを，給気流，と呼ぶ。 

注 b) 屋内から屋外へ排出する還気（RA）から排気（EA）に至る空気の流れを，排気流，と呼ぶ。 

図 1－全熱交換器の空気の流れの概略図 

4 記号及び略語 
記号 用語 単位 

Ci ステーションi（i = 1，2，3，4）におけるトレーサガス濃度 10－6 

cp 測定温度における凝縮液の比熱 kJ/（kg⋅°C） 

cp,i ステーションi（i = 1，2，3，4）における乾燥空気の比熱 kJ/（kg⋅°C） 

δTi TAVE,iからのTiの温度読取値の最大偏差 K 

δWi WAVE,iからのWiの絶対湿度読取値の最大偏差 kg(W)a)/ kg(DA)b) 

ΔPe 全熱交換器を通る排気流側の圧力損失測定値 Pa 

ΔPe,ref 基準条件での全熱交換器を通る排気流側の圧力損失 Pa 

ΔPs 全熱交換器を通る給気流側の圧力損失測定値 Pa 

ΔPs,ref 基準条件での全熱交換器を通る給気流側の圧力損失 Pa 

∆ps2,3 風路間差圧 Pa 

ΔT1-2 給気流の温度変化 ℃又はK 

ΔW1-2 給気流の絶対湿度変化 kg(W)a)/ kg(DA)b) 

ε 熱通過有効度及び熱交換効率 % 

εsensible 顕熱通過有効度 % 

εlatent 潜熱通過有効度 % 

εtotal 全熱通過有効度 % 

Foac 外気量補正係数 1c) 
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hi ステーションi（i = 1，2，3，4）における空気のエンタルピー kJ/kg(DA)b) 

hfg 水の気化熱 kJ/kg 

ṁcondensate 凝縮液流量測定値 kg/s 

ṁi ステーションi（i = 1，2，3，4）における乾燥空気の質量流量 kg/s 

ms/me 給気出口質量流量と排気入口質量流量との比率 1c) 

ηfs,fe 給排気エアファンとドライブとの複合効率 1c) 

psi ステーションi（i = 1，2，3，4）における静圧 Pa 

qaux 全熱交換器への補助電源入力（例えば，ローターエレメントを

回転させる電力など） 
kW 

Qlatent 潜熱移行量 kg(W)/ (kg(DA)b)・s） 

 

Qsensible 顕熱移行量 W 

Qtotal エネルギー移行量 W 

Q2 給気（SA）の体積流量 m3/h 

Q3 還気（RA）の体積流量 m3/h 

ρi ステーションi（i = 1，2，3，4）の乾燥空気密度 kg/m 3 

Reat 排気移行率（EATR） 1a) 

Rrer,gross 総回収効率比（総RER） W/W 

Rrer,net 有効回収効率比（正味RER） W/W 

Θ パージ角度 ° 

TAVE,i 測定期間中のステーションi（i = 1，2，3，4）での温度の読み

値の算術平均値 
°C 

Tcondensate 凝縮液の測定温度 °C 

εt 温度交換効率 %d) 

Ti ステーションi（i = 1，2，3，4）における乾球温度 °C 

TWB,i ステーションi（i = 1，2，3，4）における湿球温度 °C 

U 拡張不確かさ 1c) 

WAVE,i 測定期間中にステーションi（i = 1，2，3，4）で取得された絶

対湿度読取値の算術平均値 
kg(W)a)/ kg(DA)b) 

εw 湿度交換効率 %d) 

Wi ステーションi（i = 1，2，3，4）の絶対湿度 kg(W)a)/ kg(DA)b) 

μi ステーションi（i = 1，2，3，又は4）での動粘度 kg/ (m∙s） 

μs 標準空気の動粘度 = 1.8247 ×10-5 kg/ (m∙s） 

εh 全熱交換効率 %d) 

注 a) kg(DA)は，乾き空気（Dry Air）の質量を示す。 
注 b) kg(W)は，水蒸気の質量を示す。 
注 c) 二つの同じ次元の量の比率の単位を 1 として記載した。（ISO 80000-1:2009，3.8）である。 
注 d) εt，εw 及び εh は附属書 E で定義されている。 
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5 性能指標 

5.1 一般 

空気対空気全熱交換器の性能は，主にその顕熱，潜熱，及び全熱の熱通過有効度［式（1），式（2），式

（3）参照］,その圧力損失［式（4），式（5），式（6），式（7）参照］，その回収効率比［式（8），式（9）
参照］，外気量補正係数［式（10）参照］，及びその排気移行率［式（11）参照］によって特徴付けられる。

附属書 E は，ISO 21773 と，その他の関係規格で使用される性能指標（日本国内で使用される熱交換効率

を含む）との等価性に関する指針を提供する。日本国内では全熱交換器のエネルギー性能指標として，熱

交換効率を測定し表示する。この規格で熱交換効率を測定する場合は，熱通過有効度の測定方法に従って

実施し，計算方法は E.2 及び E.3 による。 

性能指標には，空調システム全体の性能を計算する際に使用する，顕熱移行量［式（12）参照］，湿度交

換量［式（13）参照］，及びエンタルピー移行量［式（14）参照］が含まれる。 

それぞれの単位については，箇条 4 を参照。 

5.2 熱通過有効度 

顕熱，潜熱及び全熱の熱通過有効度（εsensible，εlatent 及び εtotal）は，式（1），式（2）及び式（3）による。 
 

𝜀ୱୣ୬ୱ୧ୠ୪ୣ = 𝑚̇ଶ𝑐௣.ଶ൫𝑚̇𝑐௣൯୫୧୬
(𝑇ଵ − 𝑇ଶ)(𝑇ଵ − 𝑇ଷ)  ·················································· (1) 

 𝜀୪ୟ୲ୣ୬୲ = 𝑚̇ଶℎ୤୥.ଶ൫𝑚̇ℎ୤୥൯୫୧୬
(𝑊ଵ − 𝑊ଶ)(𝑊ଵ − 𝑊ଷ)  ·················································· (2) 

 

𝜀୲୭୲ୟ୪ = 𝑚̇ଶ(ℎଵ − ℎଶ)𝑚̇୫୧୬(ℎଵ − ℎଷ)  ······················································ (3) 

 
ここで， ṁi： ステーション i（i = 1，2，又は 3）の質量

流量 (kg/s) 
 ṁmin： ṁ2 及び ṁ3 のうち小さい方の質量流量 

(kg/s) 
 (ṁcp)min： ṁ2 及び ṁ3 のうち小さい方の質量流量と定

圧比熱の積 [kg/s × kJ/(kg℃)] 
 c p,i： ステーション i（i = 1，2，又は 3）におけ

る乾燥空気の定圧比熱 [kJ/(kg℃)] 
 h fg,i： ステーション i（i = 1，2，又は 3）での水

の気化熱 (kJ/kg) 
 (ṁhfg)min： ṁ2 及び ṁ3 のうち小さい方の質量流量と水

の気化熱の積 [kg/s × kJ/kg] 
 Ti： ステーション i（i = 1，2，又は 3）におけ

る乾球温度 (℃) 
 Wi： ステーション i（i = 1，2，又は 3）の絶対

湿度 [kg(W)/kg(DA)] 
 h i： ステーション i（i = 1，2，又は 3）におけ
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るエンタルピー [kJ/kg(DA)] 
 

5.3 圧力損失 

5.3.1 圧力損失 

全熱交換器を通る特定の状態及び空気質量流量での圧力損失（ΔPs 及び ΔPe）は，式（4）及び式（5）に

よる。 
 

∆𝑃ୱ = 𝑝𝑠ଵ − 𝑝𝑠ଶ  ······················································ (4) 

 
 

∆𝑃 = 𝑝𝑠ଷ − 𝑝𝑠ସ  ······················································ (5) 

 

ここで，psi はステーション i（i = 1，2，3 又は 4）の静圧 (Pa) である。 

5.3.2 基準圧力損失 

基準条件時の圧力損失（ΔPs,ref 及び ΔPe,ref）は，式（6）及び式（7）による。 

 (6) 

 (7) 

ここで， 
  ρi ステーションi（i = 1，2，3又は4）の濃度 (kg/m3) 
  ρs 空気の標準密度＝1.204 3 kg/m 3 
  μi ステーションi（i = 1，2，3又は4）における動粘度 [kg/(m∙s)] 

 
  μs 標準空気の動粘度＝1.824 7× 10-5 kg/(m∙s) 

 

5.4 回収効率比 

a) 全熱交換器の総回収効率比（Rrer,gross）は，式（8）による。 

  


   

       
               

       

1 2
s ref 1 2

1 2
s s

s s
P ps ps
,

  


   

       
               

       

3 4
e ref 3 4

3 4
s s

s s
P ps ps

,



8 
B 8647：0000  

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 (8) 

b) 全熱交換器の有効回収効率比（Rrer,net）は，式（9）による。 

 (9) 

ここで， 
  ΔPs及びΔPe 全熱交換器の給気側と排気側とで測定された圧力損失 (Pa) 
  Q2及びQ3 給気（SA）及び還気（RA) の体積流量 (m3/h) 
  ηfs及びηfe 給排気の送風機効率 a) 
  q aux. 全熱交換器への総補助電源入力（例えば，ローターエレメントを回転させる，ポンプ，及

び制御装置を作動させるなど）(W) 
  Reat 排気移行率（EATR） 

注 a) 全熱交換器の室内での試験では，風量調整装置や，流量測定装置などの圧力損失に対応する

ため，試験システム内に送風機が必要とされるので，空気を全熱交換器内で直接的に移動さ

せるために必要な仕事量又は，それを賄うのに必要な電力を測定することは通常不可能であ

る。したがって，全熱交換器を通過する空気を移動させるために必要な電力は，一つの全熱

交換器と他の全熱交換器を比較するための基準送風機効率に基づいて計算されるものとする。

例えば，性能評価機関は，定格条件における全ての全熱交換器について，RER を算出する際

に基準送風機効率 0.50 を使用することが可能である。 

5.5 外気量補正係数 

ある特定の運転条件における全熱交換器の外気量補正係数（Foac）は，式（10）による。 

 (10) 

ここで，ṁ1,2 はステーション 1 及びステーション 2 の質量流量 (kg/s) である。 

5.6 排気移行率 

ある特定の運転条件における全熱交換器の排気移行率（Reat）は式（11）による。 

  (11) 

ここで，Ci は，9.3 で説明した試験におけるステーション i（i = 1，2，3 又は 4）でのトレーサガスの濃

度である。 
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注記 排気移行率を百分率で表すには，式(11)に 100 を乗じる。 

5.7 給気流に対する顕熱移行量 

ある特定の運転条件における全熱交換器の給気流の顕熱移行量（Qsensible）は，式（12）による。 𝑄ୱୣ୬ୱ୧ୠ୪ୣ = 𝑚ଶ̇ × ൫𝑇ଵ𝑐୮,ଵ − 𝑇ଶ𝑐୮,ଶ൯ (12) 

ここで， 
  T1-2 ステーション1及びステーション2の温度 (℃) 
  cp1,2 ステーション1及びステーション2における乾燥空気の比熱 (kJ/kg℃) 

5.8 給気流に対する湿度交換量 

ある特定の運転条件における全熱交換器の給気流の湿度交換量（Q latent）は，式（13）による。 𝑄୪ୟ୲ୣ୬୲ = 𝑚ଶ̇ × ∆𝑊ଵିଶ (13) 

ここで ΔW1-2 は給気流に対する湿度変化 (℃) である。 

5.9 給気流の全熱エネルギー移行量 

ある特定の運転条件における交換器の給気流の全熱エネルギー移行量（Qtotal）は，式（14）による。 𝑄୲୭୲ୟ୪ = 𝑚ଶ̇ × ∆ℎଵିଶ (14) 

ここで，Δh1-2 は給気流のエンタルピー変化 [kJ/kg(DA)] である。 

6 一般的試験要件 

6.1 試験装置 

試験機器は，四つの測定ステーションから構成されるものとする。各ステーションにおいて温度，湿度，

乾燥空気の質量流量，トレーサガス濃度，及び静圧を測定する。 

6.2 据付け 

被試験装置は製造業者の取扱説明書に従って設置しなければならない。図 2 及び図 3 参照。 

注記 全熱交換器を試験用システムに接続するための実施例については附属書 B を参照する。 

6.3 静圧 

静圧は，ISO 3966，JIS Z 8762-1，ISO 5801，又は ISO 13253 に従って測定する。 

6.4 計器校正 

全ての測定機器は，トレーサブルなセンサ，仲介標準，及び一次計器を用いて校正する。校正は，装置

の偏りを最小限に抑えるために，JIS Q 17025，6.4 及び 7.4 に一致することが望ましい。それぞれの計器に

関連する校正曲線は，恒久的な記録として利用可能とする。 
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記号説明 

1 外気（OA） 8 流量測定装置 
2 給気（SA） 9 温度，湿度及びトレーサガス濃度測定装置 
3 還気（RA） 10 空気かくはん器 
4 排気（EA） 11 空気調和装置 
5 全熱交換器 12 給排気流出入口 
6 静圧制御装置 13 再循環ダクト （任意） 
7 静圧測定装置   

注記 ISO 13253:2017，附属書 C を参照。 

図 2－ダクト法測定の基本構成図 
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記号説明 

1 外気（OA） 8 流量測定装置 
2 給気（SA） 9 温度，湿度及びトレーサガス濃度測定装置 
3 還気（RA） 10 空気かくはん器 
4 排気（EA） 11 空気調和装置 
5 全熱交換器 12 圧力調整用通気口 
6 静圧制御装置   
7 静圧測定装置     

図 3－2 室法測定の基本構成図 

注記 ISO 13253:2017，附属書 C を参照。 

7 熱通過有効度試験 

7.1 試験要求事項 

試験ダクト，測定機器及び試験中の機器は，定常な平衡状態に達するまで 30 分間以上運転する。試験中

の機器は，該当する試験データが記録されるまで，定常状態に達するまで運転する。 

回転形全熱交換器については，一連の試験の前後にローターエレメントの回転速度を確認する。 

試験を行う空気体積流量は，給気（SA，ステーション 2）及び還気（RA，ステーション 3）に対して試

験依頼者が指定する。 

熱通過有効度の試験は，給気（SA，ステーション 2）と還気（RA，ステーション 3）との間の製造業者

の指定する風路間差圧で実施する。 

7.2 熱通過有効度を試験する際の定常状態の要求事項 

熱通過有効度の試験中，入口乾球温度は，δT1 及び δT3 が 0.5 K 又は，式（15）及び式（16）で定義され

る数値のいずれか大きい方を超えないように，限度内にとどまるものとする。 

 (15) 
    1 1 30 04 AVE AVET T T

, ,
,
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 (16) 

ここで， 
  δT1 TAVE,1からのT1の温度読取値の最大偏差 (K) 
  δT3 TAVE,3からのT3の温度読取値の最大偏差 (K) 

  TAVE,1 測定期間中にステーション1で取得された全てのT 1の温度測定値の時間平均値 (K) 

  TAVE,3 測定期間中にステーション3で取得された全てのT 3の温度測定値の時間平均値 (K) 

また，入口絶対湿度は，δW1 及び δW3 が 0.000 4 kg(W)/kg (DA) 又は式（17）及び式（18）で定義された

値を超えないように，限度内にとどまるものとする。 

 (17) 

 (18) 

ここで， 
  δW1 WAVE,1からのW1の絶対湿度読取値の最大偏差 [kg(W)/kg(DA)] 
  δW3 WAVE,3からのW3の絶対湿度読取値の最大偏差 [kg(W)/kg(DA)] 
  WAVE,1 測定時間中にステーション1で取得された，全てのW1の絶対湿度読取値の時間平均値

[kg(W)/kg(DA)] 
  WAVE,3 測定時間中にステーション3で取得された，全てのW3の絶対湿度読取値の時間平均値

[kg(W)/kg(DA)] 

7.3 データ収集期間 

熱通過有効度試験，又は排気移行率の全ての測定について，7.2 の要求事項を満足している状態で 30 分

以上の間データを収集する。 

全熱交換器を通る圧力損失の測定については，5 分以上の間データを収集する。 

7.4 データ測定間隔 

全ての試験について，1 分以内の等間隔でデータのセットを記録する。 

全ての試験について，最低 30 組のデータを収集する。 

熱通過有効度又は圧力損失の全ての測定について，それぞれの試験で 10 秒以内の間に 1 データの測定

が完了しなければならない。 

注記 トレーサガスで漏れを試験する場合，10 秒以下では測定が完了しない場合がある。しかし，少な

くとも 30 組のデータを収集し，30 分間にわたるデータを収集する要求事項は，依然として適用

される。 

7.5 全熱交換器入口の温度及び湿度条件 

冷房条件の試験は，表 1 の T1 から T4 までの列に記載されている条件のうち一つ以上で実施する。暖房

    3 1 30 04 AVE AVET T T
, ,

,

    1 1 30 10 AVE AVEW W W
, ,

,

    3 1 30 04 AVE AVEW W W
, ,

,
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条件における試験は，表 2 の T5 から T8 までの列に記載されている条件のうち一つ以上で実施する。日本

国内において使用する製品については，測定空気条件は少なくとも表 1 の T3，表 2 の T6 で実施しなけれ

ばならない。 

表 1－熱通過有効度試験（冷房）の試験状態 

パラメータ 
標準試験状態 

T1 T2 T3 T4 

外気（OA）温度（℃） 
乾球 35.0 
湿球 23.0 24.0 31.0 24.0 

還気（RA）温度（℃） 
乾球 21.0 24.0 27.0 27.0 
湿球 15.0 17.0 20.0 19.0 

 

表 2－熱通過有効度試験（暖房）の試験の状態 

パラメータ 
標準試験状態 

T5 T6 T7 T8 

外気（OA）温度（℃） 
乾球 2.0 5.0 7.0 5.0 
湿球 1.0 3.0 6.0 3.0 

還気（RA）温度（℃） 
乾球 21.0 20.0 20.0 25.0 
湿球 14.0 15.0 12.0 18.0 

7.6 熱通過有効度試験の全熱交換器入り口温湿度及び流量の要求事項 

全ての試験について，各入口における乾湿球温度及び質量流量の算術平均値が，各試験で規定された温

度及び質量流量に対して表 3 の許容値を超えて異なってはならない。 

表 3－試験中に許容される変動 

読取値 規定の試験状態と 
読取値の算術平均値の変動 

流入する空気の温度 
 乾球 
 湿球 

  
± 0.3 K 
± 0.2 K 

質量流量 ± 2.5 % 

 

8 圧力損失試験 

ステーション 1～ステーション 2 間及びステーション 3～ステーション 4 間の全熱交換器全体の圧力損

失の測定は，全ての熱通過有効度試験について行う。 

9 漏れ試験 

9.1 一般的試験要件 

回転形全熱交換器の場合，熱通過有効度試験と同じ速度でローターエレメントを回転させた状態で漏れ

試験を行う。 
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トレーサガスの種類，サンプリング装置，及び濃度は，全熱交換器の内部漏れを正確に測定できるもの

を選択しなければならない。試験時のトレーサガスの濃度は，使用する測定装置によって排気移行率 0.002 
5（0.25 %）を測定できる程度とする。 

トレーサガス発生装置は，トレーサガスが導入されるダクトに均一なトレーサガスを安定的に供給する

ように設計されなければならない。トレーサガスは毒性がなく，識別可能で，測定可能で，不活性なもの

とする。 

トレーサガス測定装置は，ガスクロマトグラフ分析器，光音響赤外分光分析器，又は 5 %以内の不確か

さをもつ代替機器などを使用する。測定装置が複数のステーションからサンプルのトレーサガス濃度を順

次測定する場合，濃度読み値が安定するまでデータ又は各サンプル測定周期の開始からのサンプルを取り

除かなければならない。 

試験装置のダクト及び他の機器のトレーサガスに対する透過性及び吸収性，並びに空気漏れは，排気移

行率 0.002 5（0.25 %）) を測定できる程度であること。 

9.2 外気量補正係数 

外気量補正係数（OACF）は，質量流量の測定によって決定する。 

定格風量において，給気（SA，ステーション 2）と還気（RA，ステーション 3）との間の風路間差圧が，

正，負，0 の三条件で OACF を測定する。風路間差圧値及び風量は，全熱交換器の定められた使用条件範

囲の中から選択する。OACF の測定は，熱通過有効度試験中に同時に実施してもよいし，通常の試験室環

境で別個に実施してもよい。通常の試験室環境で OACF を測定する場合，質量流量及び風路間差圧は，［回

収効率比（RER）が決定される］熱通過有効度試験と同一とする。 

9.3 排気移行率 

排気移行率（EATR）は，トレーサガスを用いた測定によって決定する。 

EATR は，給気（SA，ステーション 2）と還気（RA，ステーション 3）との間の風路間差圧が，正，負，

0 のときの測定を行わなければならない。風路間差圧及び流量は，9.2 と同一とする。 

10 （削除） 

11 （削除） 

12 試験結果の報告 

12.0A 一般 

試験結果の報告書には，この箇条に含まれる全ての内容を含まなければならない。全熱交換器の性能を

正確に評価するために，この規格に従って行われた測定を報告する必要がある。 

附属書 A に，報告様式の例を提供する（表 A.1～表 A.7 を参照）。 

12.1 圧力損失試験結果 
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圧力損失の報告書には，次を含む。 

－ 給気（SA）及び還気（RA）の質量流量又は標準空気状態での体積風量 

－ 風路間差圧 

12.2 漏れ試験結果 

排気移行率（EATR）及び外気量補正係数（OACF）の測定は同一の試験状態で併せて報告するものとし，

次を含む。 

－ 給気（SA）及び還気（RA）の質量流量又は標準空気状態での体積風量 

－ 風路間差圧 

－ 大気圧 

12.3 熱通過有効度試験結果 

次の試験のいずれかの結果を報告する。 

－ 熱通過有効度 

－ 給気流の温度，湿度又はエンタルピーの交換効率 

－ 顕熱，湿度又は全熱エネルギー移行量 

また，結果の報告には，次を含む。 

－ 給気（SA）及び還気（RA）の質量流量又は標準空気状態での体積風量 

－ 大気圧 

－ 測定した給気（SA）及び還気（RA）入口の温湿度条件 

－ 風路間差圧 

12.4 不確かさ 

依頼者の要求がある場合には報告されたそれぞれの試験結果に，その拡張不確かさをその包含係数及び

信頼度とともに含める。不確かさについては附属書 JA を参照。 
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附属書 A 
（参考） 

収集した試験データ及び計算結果の報告例 

収集した試験データと試算結果との報告例を，表 A.1，表 A.2，表 A.3，表 A.4，表 A.5，表 A.6，表 A.7
に示す。 

表 A.1－製造業者が提供する情報 

製造業者情報 
製造業者 日本冷凍空調株式会社 
住所 東京都港区芝公園… 
モデル情報 
型式  SGT-xxx 
製造番号  250823-001 
全熱交換器のタイプ 回転形 
空気流れ  対向流 
指定する風路間差圧  0Pa 
ローターエレメントの回転速度 a)  20rpm 
電圧 a)  200V 
位相及び周波数 a)  3 相 60Hz 
注 a) 回転形全熱交換器だけに適用 

表 A.2－試験設備の概要 

温度・圧力損失試験記録 
 試験設備情報 
日付  2025 年 10 月 20 日 
試験者  日本空調テストセンター 
住所  東京都○×区△□1 丁目 
試験設備名称  全熱交換器評価試験装置 

表 A.3 -温度データ及び圧力損失試験データ 

温度・圧力損失試験 収集データ 
  単位 試験 1 試験 2 試験 3 試験 4 
指定する風路間差圧 - Pa  0 0   
ローターエレメントの回転速度 - r/min  20 20    
給気（SA）の体積風量又は質量流

量 
Q2 m 3 /h  1610 2680     

還気（RA）の体積風量又は質量

流量 
Q3 m 3 /h  1610 2680     

外気（OA，ス

テーション

1） 

温度 T1 C  35  35    
湿球温度 TWB ,1 C  30.8  30.8    
絶対湿度 W1 g(W) /kg(DA)  26.7  26.7    
エンタルピー h 1 kJ/kg  103.7  103.7    
静圧 ps 1 Pa  72  124    

還気（RA，ス

テーション

3） 

温度 T3 C  27  27    
湿球温度 TWB ,3 C  20.2  20.2    
絶対湿度 W3 g(W) /kg(DA)  12  12    
エンタルピー h 3 kJ/kg  57.8  57.8    
静圧 ps 3 Pa  0  0    
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給気（SA，ス

テーション

2） 

温度 T2 C  28.3  28.8    
湿球温度 TWB ,2 C  22.2  23.2    
絶対湿度 W2 g(W) /kg(DA)  14.5  15.5    
エンタルピー h 2 kJ/kg  65.4  68.6    
静圧 ps 2 Pa  0  0    

排気（EA，ス

テーション

4） 

温度 T4 C  33.7  33.2    
湿球温度 TWB ,4 C  29.3  28.6    
絶対湿度 W4 g(W) /kg(DA)  24.2  23.2    
エンタルピー h 4 kJ/kg  96.1 92.9    
静圧 ps 4 Pa  -72  -124    

熱通過有効度・圧力損失試験 計算結果 
性能計算項目 単位 試験 1 試験 2 試験 3 試験 4 
風路間差圧 - Pa 72  124     
顕熱交換効率 εsensible %  84.2  77.3    
潜熱交換効率 εlatent %  83.2  76.3    
全熱交換効率 εtotal %  83.4  76.6    
給気側圧力損失 ΔPs Pa  72  124    
排気側圧力損失 ΔPe Pa  72  124    
給気側の基準圧力損失 ΔPs,ref Pa  ― ―     
排気側の基準圧力損失 ΔPe,ref Pa  ― ―     

表 A.4－試験設備に関する情報 

漏れ試験記録 
 試験設備情報 
日付  2025 年 10 月 21 日 
試験者  日本空調テストセンター 
住所  東京都○×区△□1 丁目 
試験設備名称  全熱交換器評価試験装置 

表 A.5－漏れ試験情報 

漏れ試験 収集データ 
  単位 試験 1 試験 2 試験 3 試験 4 
指定風路間差圧 - Pa  0 250     
ローターエレメントの回転速

度 - r/min  20 20     

給気（SA）の質量流量 ṁ2 m 3 /h  2680 2680     
還気（RA）の質量流量 ṁ3 m 3 /h  2680 2680     

外気（OA，

ステーショ

ン 1） 

温度 T1 C  25  25    
湿球温度 TWB ,1 C  18.7  18.7    
静圧 ps 1 Pa  378 378     
トレーサガス濃

度 C1 
(ppm 又は 

10-6） 
500  550     

還気（RA，

ステーショ

ン 3） 

乾球温度 T3 C 25  25     
湿球温度 TWB ,3 C  14.5  14.5    
静圧 ps 3 Pa  250 500     
トレーサガス濃

度 C3 
(ppm 又は 

10-6） 
 5000 5150     

給気（SA，

ステーショ

ン 2） 

乾球温度 T2 C  ―  ―    
湿球温度 TWB ,2 C ―  ―     
静圧 ps 2 Pa 250  250     
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トレーサガス濃

度 C2 
(ppm 又は 

10-6） 
 500  815    

排気（EA，

ステーショ

ン 4） 

乾球温度 T4 C  ― ―     
湿球温度 TWB ,4 C  ― ―     
静圧 ps 4 Pa  122 372     
トレーサガス濃

度 C4 
(ppm 又は 

10-6） 
 4878 4713     

漏れ試験結果 計算結果 
性能計算項目 単位 試験 1 試験 2 試験 3 試験 4 
風路間差圧 - Pa  0 250     
排気移行率 Reat 1  0 5.8     
外気量補正係数 Foac 1  ― ―      

表 A.6－性能計算結果 

性能項目 収集データ 
  単位 試験 1 試験 2 試験 3 試験 4 
風路間差圧 - Pa  0 0     
ローターエレメントの回転速度 - r/min  20 20     
給気（SA）の体積流量 ṁ2 m3/h  1610 2680     
還気（RA）の体積流量 ṁ3 m3/h  1610 2680     
顕熱交換効率 εsensible %  84.2  77.3    
潜熱交換効率 εlatent %  83.2  76.3    
全熱交換効率 εtotal %  83.4  76.6    
給気の圧力損失 ΔPs Pa  72  124    
排気の圧力損失 ΔPe Pa  72  124    
排気移行率 Reat 1  0  0     
機器の入力電力 q aux kW 0.1 0.1      
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附属書 B 
（参考） 
実施例 

B.1 試験システムのダクトの漏れ量測定 

性能試験を実施する前に，試験装置全体のダクト又はケーシングの漏れ量を，試験時又は運転条件の下

で発生する最大負圧及び流量の下で空気漏れ量を測定する。 

B.2 試験システムのダクトと全熱交換器との接続部 

試験システムのダクト又はケーシングと全熱交換器との間の接続部は，全熱交換器の入口及び出口の気

流を良好に分布できるように設計しなければならない。図 B.1～図 B.10 は，一般的に使用される配置を示

す。 
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記号説明 
1 空気流れ方向 
2 静圧測定管 d) 
3 ダクトの拡大・縮小角 a) 
4 旋回流抑制板 
M 全熱交換器入口の長辺側寸法 
m 全熱交換器入口の短辺側寸法 
L 空気流れ方向の連絡管の最低寸法 
注 a) ダクトの拡大及び縮小角は 40°を超えてはならない。拡大及び縮小角が＞20°の場合，L/2 に等しい長さのダ

クト端にスプリッタプレート(splitter plate)を追加する。 
注 b） （削除） 
注 c) 全熱交換器入口の長辺側及び短辺側には，図に示すように，直線部分断面部分を含み，その部分に静圧口を

設ける。 
注 d) 静圧測定管は四つの静圧口をつなぐように接続する。 

図 B.1－試験ダクトから全熱交換器入口への接続部 
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記号説明 
1 空気流れ方向 
2 静圧測定管 c) 
3 ダクトの拡大・縮小角 a) 
M 全熱交換器入口の長辺側寸法 b) 
m 全熱交換器入口の短辺側寸法 b) 
L 空気流れ方向の接続部の最低寸法 
注 a) ダクトの拡大・縮小角は 40°を超えてはならない。 
注 b) 全熱交換器入口の長辺側及び短辺側には，図に示すように，直線部分断面部分を含み，その部分に静圧口を

設ける。 
注 c) 静圧測定管は四つの静圧口をつなぐように接続する。 

図 B.2－全熱交換器出口から試験ダクトへの接続部 
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記号説明 
1 外気（OA）の接続 
2 給気（SA）の接続 
3 還気（RA）の接続 
4 排気（EA）の接続 
5 静圧測定管 a) 
6 アクセスパネル b) 
注 a) 各接続部には，四つの静圧口をつなぐ静圧測定管を接続する。 
注 b) 各接続部には，全熱交換器の入口及び出口への接続部を密閉できるようにアクセスパネルを設置する。 

図 B.3－回転形全熱交換器の試験ダクトへの接続
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記号説明 
1 外気（OA）の連絡管 
2 給気（SA）の連絡管 
3 還気（RA）の連絡管 
4 排気（EA）の連絡管 
5 回転形全熱交換器 

図 B.4－回転形全熱交換器の試験ダクトへの接続 （分解図）
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記号説明 
1 外気（OA）の接続 
2 給気（SA）の接続 
3 還気（RA）の接続 
4 排気（EA）の接続 
5 静圧測定管 a) 
6 アクセスパネル b) 
注 a) 各接続部には，四つの静圧口をつなぐ静圧測定管を接続する 
注 b) 各接続部には，全熱交換器の入口及び出口の接続部を密閉できるようにアクセスパネルを設置する。 

図 B.5－ヒートパイプ形全熱交換器の試験ダクトへの接続
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記号説明 

1 外気（OA）の連絡管 
2 給気（SA）の連絡管 
3 還気（RA）の連絡管 
4 排気（EA）の連絡管 
5 ヒートパイプ交換器 
 

図 B.6－ヒートパイプ形全熱交換器の試験ダクトへの接続（分解図）
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記号説明 

1 外気（OA）の接続 
2 給気（SA）の接続 
3 還気（RA）の接続 
4 排気（EA）の接続 
5 静圧測定管 a) 
6 アクセスパネル b) 
  

注 a) 各接続部には，四つの静圧口をつなぐ静圧測定管を接続する  

注 b) 各接続部には，全熱交換器の入口及び出口への接続部を密閉できるようにアクセスパネルを設置

する。  

図 B.7－静止形全熱交換器の試験ダクトへの接続配置
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記号説明 

1 外気（OA）の連絡管 
2 給気（SA）の連絡管 
3 還気（RA）の連絡管 
4 排気（EA）の連絡管 
5 静止形全熱交換器 

図 B.8－静止形全熱交換器の試験ダクトへの接続（分解図）
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a) 試験ケーシング上方から見た図 

 

b) 試験ケーシング側面図 
記号説明 

a1 ダクト出口又は入口と全熱交換器の有効開口面の最も近い縁とのなす角 
a2 ダクト出口又は入口と全熱交換器の有効開口面の最も遠い縁とのなす角 
L 隣接する二つの面のエッジ間の最長距離 

注 a） 試験きょう体は左右対称にすることが望ましい 

注 b) 入口及び出口ダクトの中心線は，寸法 L/4 で示されるとおり，全熱交換器の入口及び出口面の中

心点と一致するものとする。 

注 c) 角度 a1，a2 は次の限度値を超えてはならない: 
a1 ≤ 20° 
a2 ≤ 15° 

注 d) 試験きょう体がコーンフランジによって給排気ダクトに接続されている場合，吸込側のコーンフ

ランジの形状は対称で，側壁の角度が≦30°とする。 
 

図 B.9 -静止形全熱交換器の試験ケーシングの概略配置
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a) 断面Aの様子 b) 全熱交換器軸線方向図 

 

 

c) 断面Bの様子   
記号説明 

a1 ダクト出口又は入口と全熱交換器の垂直軸とその円周との交点とのなす角度 
a2 ダクト出口又は入口と全熱交換器の中心点との間の鉛直面内の角 
a3，a4 ダクト出口又は入口と全熱交換器の水平軸とその円周との交点とのなす角度 
L 隣接する二つの面のエッジ間の最長距離 

注 a) 試験ケーシングは左右対称にすることが望ましい。 

注 b) 入口及び出口ダクトの中心線は，寸法 L/4 で示されるとおり，交換器の入口及び出口面の中心点

と一致するものとする。 

注 c) 角度 a1，a2 は次の限度値を超えてはならない 
a1 ≤ 20° 
a2 ≤ 15° 
a3 = a4 ≤ 30° 

注 d) 試験ケーシングがコーンによって電源及び排気ダクトに接続されている場合，吸込コーンは対称

で≦30°の角度を特徴とするものとする。 
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図 B.10－回転形交換器用試験ケーシングの概略配置 

 

 

a) 円形ダクト内の3本のプローブの位置 b) 円形ダクト内の5本のプローブの位置 
記号説明 

d ダクト内径 

注 a) 温度センサは，それぞれが等しいサイズの領域の中央に位置するように配置する。 

図 B.11－三つ又は五つのセンサを円形ダクト内に配置する場合の位置 

B.3 試験システムダクトの断熱及び接続部 

温度及び湿度測定器具を含み，全熱交換器に接続されている全てのダクトは，測定可能な異なった温度

の空気にさらされた場合，断熱されることが望ましい。断熱材の熱抵抗は，2.6 m2 K/W 以上であることが

望ましい。これが不可能な場合は，測定位置と全熱交換器の入口又は出口との間の温度差が測定不確かさ

より大きくなることが予想されないことを実証することが望ましい。 

B.4 出口気流の混合 

温度測定位置でのダクト内部の最高温度及び最低温度の差異が 0.3 K を超えないことを検証する。この

要求事項を満たすために，必要に応じて，温度測定位置の上流に混合装置を設ける。 
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附属書 C 
（参考） 

システム性能の計算に使用する性能指標の式 

C.1 一般 

この附属書は，ISO 52000 シリーズ規格で概説されている建築物のエネルギー使用評価の全体論的手法

と整合させることを目的としている。 

対象の全熱交換器に対する具体的かつ十分な測定及び知見がある場合，箇条 5 で定義されるその性能指

標は，影響する必要な運転条件を入力とする経験的に導出された式によって表してもよい。この附属書は，

それらの式に含めなければならない最低限の入力を示している。なお，より正確な出力を得るため，式に

追加の入力を必要としてもよい。 

これらの入力を使用すると，システムデザインのどこにあるかに関係なく，全熱交換器をシステムの一

部として適切にモデル化することが可能である。次に，入力，全熱交換器の数式モデル，及び出力として

のこの規格の性能指標をサブシステムとして組み立て，建築物のエネルギー性能に関する ISO 52000 シリ

ーズを採用しているあらゆる法域に適合するために必要なモデル又はスプレッドシートの集合に挿入する

ことが可能である。現在，欧州連合で包括的な規格が要求されており，いずれの区域でも，一連の規格の

一部又は全部を採択してもよい。これらの規格のためのテンプレートは，二つの附属書を必要とし，いず

れも規定である。附属書 A が，これらの規格とのコンプライアンスに必要な最小限の性能指標であり，附

属書 B は，推奨される値の集合であるか，又は法域が，建築表示又は他の建築文書に必要な情報に挿入す

るために，その地域の値の集合を提供するためのものである。全熱交換器モデルは，8 760 時間又はその中

の幾つかの部分集合に関して，気候又は建物全体のデータの任意の領域とともに使用することが可能であ

る。 

着霜が起こる可能性のある運転条件を決定する方法はこの規格に提示されていないので，そのモデル化

について指針を与える試みはなされていない。 

C.2 顕熱通過有効度 

特定の運転条件で，ただし凝縮しない場合の特定の全熱交換器の顕熱通過有効度を特徴付ける定式化は，

次の入力を用いる。 

静止形全熱交換器の計算式（C.1）: 

 (C.1) 

ここで，ṁn はステーション n の質量流量である。 

回転形全熱交換器の計算式（C.2）: 

 (C.2) 

ここで，n はローターエレメント回転速度である 

ヒートパイプ形全熱交換器の計算式（C.3）: 

    sensible 2 3f m m,

    sensible 2 3f m m n, ,
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 (C.3) 

ここで，τ は傾斜角である。 

C.3 潜熱通過有効度 

特定の運転条件における全熱交換器の潜熱通過有効度を特徴付ける定式化は，次の入力を用いる。 

静止形全熱交換器の計算式（C.4）: 

 (C.4) 

ここで，Wn はステーション n における湿度である 

回転形全熱交換器の計算式（C.5）: 

 (C.5) 

C.4 測定圧力損失 

特定の運転条件における全熱交換器の測定圧力損失を特徴付ける公式は，次の入力を用いる。 

静止形全熱交換器の式（C.6）及び式（C.7）: 

 (C.6) 

及び 

 (C.7) 

ここで，∆ps2,3 は風路間差圧である（この係数は十分に堅い板をもつ全熱交換器では無視してもよい）。 

回転形全熱交換器用の式（C.8）及び式（C.9）において，パージ設定は追加の係数でよい。 

 (C.8) 

及び 

 (C.9) 

ここで， はパージ角度である。 

ヒートパイプ形全熱交換器の式（C.10）及び式（C.11）: 

    sensible 2 3f m m, ,

   latent 2 3 1 3f m m W W )( , , ,

   latent 2 3 1 3f m m W W n( , , , , )

    s 2 3 2 3,, ,P f m m ps

    e 2 3 2 3,, ,P f m m ps

     s 2 3 2 3,, , ,P f m m ps

     e 2 3 2 3,, , ,P f m m ps


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 (C.10) 

及び 

                                    (C.11) 

C.5 回収効率比 

特定の運転条件における全熱交換器の回収効率比を特徴付ける式は，式（C.12）の次の入力を用いる。 

 (C.12) 

ここで，Q 2 及び Q 3 は給気，及び排気側の体積流量であり，式（C.13）及び式（C.14）で定義される。 

 （C.13） 

及び 

 (C.14) 

  及び  算術平均給気及び算術平均排気乾燥空気密度 

  q aux 交換器への補助総電源入力（例えば，ローターエレメントを回転させて制御装置を作動させ

るなど） 
  ηfs及びηfe 給排気のエアファン及びドライブ総合効率 

C.6 外気量補正係数及び排気移行率 

特定の運転条件における全熱交換器の外気量補正係数及び排気移行率を特徴付ける式は，次の入力を用

いる。 

静止形全熱交換器の式（C.15）及び式（C.16）: 

 (C.15) 

又は 

 (C.16) 

回転形全熱交換器の式（C.17）及び式（C.18）において，パージ設定は追加の係数でもよい。 

 (C.17) 

又は 

    s 2 3,P f m m

    e 2 3,P f m m

      2 3rer aux s e fs fe s eR f Q Q q P P m m, , , , , , , ,

 2 2 2Q m /

 3 3 3Q m /

2 3

     oac 2 3 2 3 s eF f m m sp P P
,

, , , ,

   oac 2 3 1 2 3 4F f m m sp sp sp sp, , , , ,

      oac 2 3 2 3 s eF f m m sp P P
,

, , , , ,
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 (C.18) 

ヒートパイプ形全熱交換器については，外気量補正係数及び排気移行率は一般に 1 に等しいが，そうで

ない場合には，式（C.12）に示すインプットを用いてもよい。 

C.7 顕熱移行量 

特定の運転条件における全熱交換器の顕熱移行量を特徴付ける式は，式（C.19）における次の入力を用

いる。 

 (C.19) 

ここで，cp,2 はステーション 2 における乾燥空気の比熱である。 

C.8 潜熱移行率 

特定の運転条件における全熱交換器の潜熱移行量を特徴付ける式は，式（C.20）の次の入力を用いる。 

 (C.20) 

C.9 エネルギー移行量 

特定の運転条件における全熱交換器のエネルギー移行量を特徴付ける式は，式（C.21）の次の入力を用

いる。 

 (C.21) 

C.10 給気流の温度変化 

ある特定の運転条件における全熱交換器の給気流の温度変化は，式（C.22）で表される。 

 (C.22) 

したがって，給気流の温度変化を特徴付ける式は，式（C.23）又は式（C.24）の次の入力を用いる。 

 (C.23) 

又は 

 (C.24) 

C.11 給気流の絶対湿度変化 

ある特定の運転条件における全熱交換器の給気流の絶対湿度変化は，式（C.25）で表される。 

   oac 2 3 1 2 3 4F f m m sp sp sp sp, , , , , ,

  sensible sensible 1 3 2 2pQ f T T m c
,

, , , ,

  latent latent 1 3 2Q f W W m, , ,

  total total 1 3 2h hQ f m, , ,

  

sensible

1 2
2 2p

Q
T

m c
,

    1 2 sensible 2 p 2,, ,T f Q m c

    1 2 sensible 1 3 2 p 2,, , , ,T f T T m c
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 (C.25) 

したがって，給気流の絶対湿度変化を特徴付ける式は，式（C.26）又は式（C.27）の次の入力を用いる。 

 (C.26) 

又は 

       

 (C.27) 

 

  

   latent
1 2

2

Q
W

m

    1 2 latent 2,W f Q m

    1 2 total 1 3 2, , ,W f W W m
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附属書 D 
（参考） 

定常的に凝縮水が発生する場合に使用する試験の成立条件 
 

凝縮水が定常状態で発生する，測定可能な全ての熱関係の試験について，測定された水蒸気及び凝縮水

の質量流量は，次式（D.1）を満たすものとする。 

 （D.1） 

凝縮水が発生する全ての熱試験について，測定されたエンタルピー流量は次式（D.2）を満たすものとす

る。 

.  （D.2） 

ここで，Qcondensate は，式（D.3）による。 

 （D.3） 

ここで 
 h i ステーションi（i = 1，2，3，4）の空気エンタルピー [kJ/kg(DA)] 
 condensate 試験中の定常状態での凝縮液流量の測定値 (kg/s) 
   1,2,3,4 ステーション1～ステーション4の質量流量 (kg/s) 
 c p 測定温度における凝縮水の比熱 [kJ/(kg·°C)] 
 Tcondensate 凝縮水の測定温度 (℃) 
 

  

 

    




      


1 1 2 2 3 3 4 4 condensate

min 1 3 1 3
0 20m W m W m W m W m

m W W
,

,

 

   




   


1 1 2 2 3 3 4 4 condensate

min 1 3 1 3
0 20m h m h m h m h Q

m h h
,

・ ・ ・ ・
,

・

   
condensate condensate condensate ・pQ m c T

m
m
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附属書 E 
（参考） 

この規格の熱通過有効度に関連する，他の規格で使用される式 

 

E.1 熱交換性能に関する類似性能指標の比較 

この規格は，式（1），式（2）及び式（3）にそれぞれ示すように，熱，湿度又はエンタルピーを伝達す

る際の全熱交換器の性能の主要な性能指標として“熱通過有効度”を選択している。例えば，式（3）及び式

（E.1）のように全熱通過有効度を計算する。 

 (E.1) 

ここで， 
  ṁ2 給気（SA,ステーション2）の質量流量 (kg/s) 
  ṁmin ṁ2とṁ3とのうち小さい方の質量流量 (kg/s) を指定する。ここで，ṁ3 は還気（RA,ステーション

3） 
  h 1 外気（OA,ステーション1）のエンタルピー [kJ/kg(DA)] 
  h 2 給気（SA,ステーション2）でのエンタルピー [kJ/kg(DA)] 
  h 3 還気（RA,ステーション3）でのエンタルピー [kJ/kg(DA)] 

この規格の 12.3 に示されているように，この全熱通過有効度の式は，運転条件として給排気の質量流量

が決まっている場合に初めて意味をもつ。 

この指標は計算式中に，給気の質量流量と，給排気のうち少ない方の質量流量との比を含む。二つの気

流の質量流量のうち少ない方の質量流量が，熱力学的な限界，すなわち完全な全熱交換器で実現できる最

大エネルギー伝達量の制約となっている。この式から得られる値は，熱力学的に実現可能な最大エネルギ

ーに対する，伝達されたエネルギーの比率を示す。顕熱又は潜熱の熱通過有効度の場合，式（1）及び式（2）
に示すように，質量流量にそれぞれ比熱又は気化熱を乗じた顕熱及び潜熱容量を用いる。 

この計算式は，測定された条件下での全熱交換器の挙動を記載するが，その数値は，給気流又は排気流

で発生する変化の大きさと必ずしも相関しない。 

空気調和システムの設計者は，全熱交換器内でのエネルギー伝達量そのものよりも，その伝達の結果と

して給気流に生じる温度や湿度の変化に，より関心をもっていると考えられる。そのため，全熱交換器の

エネルギー伝達が給気流に及ぼす影響を，より直接的に表す性能指標として，次に示す二つの性能指標 E.2
及び E.3 がある。 
 

E.2 全熱（エンタルピー）交換効率 

全熱（エンタルピー）交換効率は，式（E.2）で定義されているように，給気流の変化に着目した性能指

標を提供する: 

 𝜀୦ = ௛భି௛మ௛భି௛య (E.2) 

 
 











2 1 2
total

min 1 3

m h h

m h h
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ここで， 

 

  h 1 ステーション1（給気入口）のエンタルピー [kJ/kg(DA)] 
  h 2 ステーション2（給気出口）のエンタルピー [kJ/kg(DA)] 
  h 3 ステーション3（排気入口）のエンタルピー [kJ/kg(DA)] 

この規格の“熱通過有効度”と同様，この性能指標は，12.3 にあるように運転条件として給排気の質量流

量が決まっている場合にだけ意味がある。 

 

E.3 温度又は湿度交換効率 

特に日本を含むアジア又は欧州では，式（E.3）及び式（E.4）で定義されているように，温度又は湿度交

換効率が一般に用いられる: 𝜀୲ = భ்ି మ்భ்ି య் (E.3) 

ここで， 
  T1 給気入口の温度 (℃) 
  T2 給気出口の温度 (℃) 
  T3 排気入口の温度 (℃) 𝜀୵ = ௐభିௐమௐభିௐయ (E.4) 

ここで， 
  W1 給気入口の絶対湿度 [kg(W)/kg(DA)] 
  W2 給気出口の絶対湿度 [kg(W)/kg(DA)] 
  W3 排気入口の絶対湿度 [kg(W)/kg(DA)] 

 

 

 

この規格の“熱通過有効度”と同様，これらの性能指標は，12.3 に列挙されているように，運転条件とし

て質量流量が決まっている場合にだけ意味がある。 

この計算式は，エンタルピーに変わって，総エネルギー移動量にも用いることが可能である。 

これらの性能指標は全熱交換効率に完全に類似している。日本を含むアジア又は欧州では規制及び認証

方式によって広く使用されている。 

注記 1 欧州では，温度を示す記号として T 1，T 2 及び T 3 の代わりに記号 Θ21，Θ22 及び Θi1 が温度を示す

記号として一般的に使用される。 
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注記 2 欧州では，絶対湿度を示す記号として W 1，W 2 及び W 3 の代わりに x 21，x 22 及び x i1 が一般的

に使用される。 

注記 3 欧州では “ heat ratio ” 又は “ temperature ratio ” という言葉が “ 温度効率（temperature efficiency)”
と同じ意味で使用されている。 

E.4 回収効率比 

この規格の式（8）に示す回収効率比は，この附属書で論じている他の性能指標とは本質的に異なってい

る。これは，独自に，全熱交換器を通して空気を移動させるのに必要な送風機への入力エネルギーを組み

込んでいるためである。これは，（“熱通過有効度”のように）気流間の実際のエネルギー移動だけを考慮

するものであり，最大位置エネルギー移動の項は含まず，（“温度交換効率”のように）気流間のエネルギ

ー差又はポテンシャルの項は含まない。また，回収効率比は，温度又は湿度だけに対して定義された場合

でも，非常に多くの場合，1 よりもはるかに大きな値をもつという点で，他の性能指標とは異なっている。 

E.5 性能指標間の関係 

性能指標間の関係として，次の内容を考慮すること: 

1) 特定の全熱交換器で，これらの性能指標の数値は，異なる運転条件では異なり，最も顕著なのは異な

る質量流量ではあるが，時には他の空気条件を含む， 

2) これらの様々な性能指標には，これらの運転条件の記載事項がない場合に何ら大きな意味がない。 

そうすると，これらの性能指標の全てが本質的に関連していることを示すことが可能である。 

最も重要な関係の一つは，例えば，図 E.1 に示すように，給気（SA）の質量流量と還気（RA）の質量流

量だけが可変運転条件である場合の，全熱交換器における“顕熱通過有効度”と“温度交換効率”との関係で

ある。 
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記号説明 

ṁ 質量流量 (kg/s) 
m s/m e 給気（SA）質量流量と還気（RA）質量流量の比率 
s 給気（SA）質量流量 (kg/s) 
e 還気（RA）質量流量 (kg/s) 

図 E.1－給気（SA）質量流量及び還気（RA）質量流量の比率及び質量流量変化 
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図 E.2 は，図 E.1 に示される様々な質量流量で試験された全熱交換器について，この規格の“顕熱通過有

効度”及びこの附属書で議論された“温度交換効率”の数値の例を示している。 

 

記号説明 

% パーセントで表される顕熱通過有効度又は温度交換効率 (%) 
m s/m e 給気（SA）質量流量と還気（RA）質量流量の比率 
se 顕熱通過有効度 (%) 
te 温度交換効率 (%) 

図 E.2－図 E.1 に示す給気（SA）と還気（RA）との質量流量比の変化に対する顕熱通過有効度及び温度

交換効率の代表的な応答 
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注記 表示されている全ての場合，給気温度及び湿度は一定で，結露が発生しないようになっている。 

図 E.2 に示すように，性能指標間の関係は次のとおりである: 

a) 還気（RA）の質量流量に対する給気（SA）の質量流量の比率が 1.0 以下であれば，顕熱通過有効度と

温度交換効率とはほぼ同等である。 

b) 還気（RA）の質量流量に対する給気（SA）の質量流量の比率が 1.0 を超える場合には，顕熱通過有効

度と温度交換効率は同じではなく，質量流量比率の増大とともに次第に乖離する。 

c) 一部の例外を除き，給気流と排気流の質量流量のいずれが大きいかに関係なく，質量流量が大きい場

合と小さい場合のどの比率でも，顕熱通過有効度はほぼ同じである。すなわち，顕熱通過有効度は，

次のように給気流又は排気流のいずれが大きくてもほぼ同じになる。 

 － 給気（SA）質量流量 1 000 単位，還気（RA）質量流量 500 単位 

 － 給気（SA）質量流量 500 単位，還気（RA）質量流量 1 000 単位 

これらの記載事項は，潜熱（湿度）及び全熱（エンタルピー）に関する熱通過有効度及び交換効率の，

幾つかの例外を除いて，総量と正味との表現に一般的に適用可能である。 

a) の例外として，数式 1 のような顕熱通過有効度は乾燥空気の比熱の項を含むが，温度交換効率は含ま

ない。数式 1 では，比熱は算術平均又は標準比熱ではなく，それぞれの測定温度で評価する必要がある。

これは，同じ試験から計算された顕熱通過有効度及び温度交換効率を，十分な桁数まで計算すると，僅か

な差異が生じる。この差は，通常，測定不確かさよりはるかに低くなる。 

c) の例外の例として，ある流量と質量流量比で結露が発生するような入口温湿度条件を選択した場合，

質量流量比を反転させると結露が発生しない場合がある。結露は熱伝達を増加させる傾向があるので，結

露がない場合の顕熱効果は低くなる。 

さらに，潜熱通過有効度は，全熱交換器で使用される具体的な湿度移動技術によって，c) で顕熱通過有

効度で示すように反応する場合としない場合とがある。 

E.6 各性能指標の利点の比較 

“熱通過有効度”の長所は，伝達のために利用可能な最大限のエネルギーを利用する能力に関して，全熱

交換器の性能を特徴付けることである。多くの事例では，排気質量流量が給気質量流量より小さい。これ

らの場合，“熱通過有効度”の数値は，全熱交換器がどれくらいの排気エネルギーを回収しているかを表し

ている。 

“全熱交換効率”，“温度交換効率” 及び類似の性能指標の長所は，全熱交換器の給気流に関する熱負荷を

減少させる能力についての性能を特徴付けていることである。この性能指標は，室内外の温度，湿度又は

エンタルピー差から，全熱交換器より供給される気流の温度を予測することも容易である 
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附属書 JA 
（参考） 

不確かさについて 

JA.1 一般 

JIS Q 17025 の要求事項を満たす試験機関は，この箇条の不確かさを達成することが望ましい。必要に応

じて，試験所とその顧客とは，それぞれの要求を満たすために，本項と異なる不確かさの許容値とするこ

とを合意することができる。 

JA.2 熱通過有効度試験の不確かさ 

熱通過有効度試験では，拡張不確かさ U（εs）及び U（εl）は，式（JA.1）及び式（JA.2）を満たすもの

とする。 

 

 

 (JA.1) 
 

 (JA.2) 

JA.3 回収効率比試験の不確かさ 

回収効率比（RER）試験では，正味 RER に対する拡張不確かさ U（Rrer,gross）及び正味 RER に対する U
（Rrer,net）は，式（JA.3）を満たすものとする。 

 (JA.3) 

ここで，Rrer は，総計又は正味のいずれかの回収効率比である。 

JA.4 圧力損失試験の不確かさ 

圧力損失試験については，拡張不確かさ U（ΔPs）及び U（ΔPe）が，式（JA.4）及び式（JA.5）を満足す

るものとする。 

 (JA.4) 

及び 

 (JA.5) 
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JA.5 漏れ試験の不確かさ 

外気量補正係数（OACF）試験では，拡張不確かさ U（Foac）は式（JA.6）を満たすものとする。 

 (JA.6) 

ここで，Foac は外気量補正係数である。 

EATR 試験の場合，拡張不確かさ U（Reat）は式（JA.7）を満たすものとする。 

 (JA.7) 

ここで，Reat は排気移行率である。 

 
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附属書 JB 
（参考） 

JIS と対応国際規格との対比表 
 

JIS B 8647:0000 全熱交換器単体

の性能試験及び評価方法 

ISO 21773:2021，Method of test and characterization of performance for energy 
recovery components  

a) JIS の箇

条番号 
b) 対応国際

規格の対

応する箇

条番号 

c) 箇条ご

との評

価 

d) JIS と対応国際規格との技術的差異の

内容及び理由 
e) JIS と対応国際規格

との技術的差異に対

する今後の対策 

3.3 3.3 追加 JIS B 8628 にある同用語の定義との整合の

ため，定義に“仕切板を介して全熱交換を行

う”を追加した。 

技術的差異はない。（実質

的に追加部も必須な構成

である） 

3.10 3.10 追加 定義の計算式のあとに，説明のため“で示さ

れる，給排気風路間の静圧差”を追加した。 

分かりやすさのための追

加であり，技術的差異は

ない 

5.1 5.1 変更 ISO 21773 とこの規格の関係を示す文章で

あり，分かりやすさのため，この規格との具

体的な違いの例（熱交換効率）を追加した。

また本文中に，日本国内では熱交換効率を

測定し表示すること，熱交換効率の計算方

法は E.2 及び E.3 にあること，測定方法は

熱通過有効度の試験内容に従うことを記載

した。 

我が国の事情に合致した

対応とするための変更で

あるが，技術的に実質的

な差異はない。 

 

5.2 5.2 変更 式(1)及び式(2)について，ISO 21773 の式か

ら,より日本国内の文献で一般的に使用さ

れている熱通過有効度の定義式に変更し

た。それに伴い式に使用している記号の説

明も追加した。 

ISO 規格の次回改正時に

修正提案する。技術的に

実質的な差異はない。 

6.4 6.4 変更 測定機器の校正体制について，JIS Q 17025
の 6.4 及び 7.4 への準拠を要求事項から推奨

事項へと変更した。JIS Q 17025 は様々な製

品を受け入れて試験・測定サービスを行う

試験所及び校正機関の能力に関する要件な

どを定めており，我が国での実態（製造業者

が自己の製品をの自己の試験室で性能測定

することが大多数）を鑑ると，それぞれに試

験所並みの体制が必須とされるのは厳しい

と判断した。 

我が国の事情に合致した

対応とするための変更で

あるが，技術的に実質的

な差異はない。 

7.5 7.5 追加 日本国内で使用する製品の場合に必須とす

る測定空気条件（T3 及び T6）を追加した。 
我が国の気候風土に合致

した測定空気条件を必須

条件とするために追加し

た。実質的な差異はない。 
7.6 7.6 変更 題名を ISO 21773 の Test temperature limits

（試験温度の限界条件）から ”熱通過有効

度試験の全熱交換器入り口温湿度及び流量

の要求事項” へ変更した。表 3 に規定され

ている内容から題名として適切ではないた

めである。 

ISO 規格の次回改正時に

修正提案する。技術的に

実質的な差異はない。 
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9.1 9.1 変更 測定装置等のトレーサガスに対する透過性

及び吸収性，及び空気漏れについて，ISO 
21773 では無き事とされているが，それらが

物理的に 0 となることは難しいため，同項

のトレーサガスの種類や濃度などの規定で

ある排気移行率 0.25%を測定できる程度を

限度とすることに変更した。 

ISO 規格の次回改正時に

修正提案する。技術的に

実質的な差異はない。 

箇条 10 箇条 10 削除 1）不確かさは現状日本国内では計測器の校

正証書程度にしか使用されておらず，要求

がほぼない。 

2）JIS B 8639（ISO 16494-1)では不確かさは

ISO/TR 16494-2 として紹介されており，規

定とはなっていない。 

上記事情を鑑み，箇条 10 は本文（＝規定）

ではなく附属書に移して“参考”とした。 

我が国の状況に応じた変

更であり，技術的な差異

はない。 

箇条 11 箇条 11 削除 我が国の従来規格である JIS B 8628 及び

JIS B 8639 では，現在このような試験成立

条件を取り入れていないため，これまでの

測定結果もこの規定を取り入れると試験不

成立になるなど混乱が予想される。また，前

記 JIS では給気側の交換効率の測定を要求

しているため，排気（EA）の温湿度測定は必

須ではなく，任意としてきた。この規定を取

り入れる場合，排気に温湿度測定が必須と

なり，測定設備への投資が必要などの理由

から，この規格への対応が難しくなるケー

スも想定される。以上の理由から今回の改

正では削除することとした。 

次回の JIS 改正時に規定

化を再検討する。 

12.4 12.4 追加 ISO 21773 の箇条 10（不確かさ）をこの規

格では規定ではなく参考の附属書 JA とし

たため，試験結果の報告書でも必須の要件

ではないことを示すため，”依頼者の要求が

ある場合には”を文頭に追加し，附属書 JA
を参照するよう本文に追加した。 

我が国の状況に応じた変

更であり，技術的な差異

はない。 

附属書 A 附属書 A 追加 分かりやすさのため，附属書の頭に附属書

の説明文を追加した。また，表 A.1～表 A.6
の項目を日本国内で主に使用される項目に

絞り，表内に報告値の例を記載した。 

分かりやすさのための追

加であり，技術的差異は

ない。 

附属書 A 附属書 A 削除 箇条 10 を参考としたため，報告義務のない

表 A.7 を削除した 

我が国の状況に応じた変

更であり，技術的な差異

はない。 

B.1 B.1 削除 箇条 11 を削除したため，”箇条 11 の不等式

の限界を満足しなければならない。”の部分

を削除した 

次回の JIS 改正時に規定

化を再検討する。 

B.1 B.1 追加 文中に”空気漏れ量を”測定する。と追加し

た。 
分かりやすさのための追

加であり，技術的差異は

ない。 
E.3 E.3 追加 顕熱通過有効度ではなく温度交換効率が使

用されている国の例として我が国及びアジ

ア圏の国を追加した。 

分かりやすさのための追

加であり，技術的差異は

ない。 
図 E.1 図 E.1 変更 図の題名を分かりやすさのため変更した。 分かりやすさのための変
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著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

更であり，技術的差異は

ない。 
附属書 JA ― 追加 1）不確かさは現状日本国内では計測器の校

正証書程度にしか使用されておらず，要求

がほぼない。 

2）JIS B 8639（ISO 16494-1)では不確かさは

ISO/TR 16494-2 として紹介されており，規

定とはなっていない。 

上記事情を鑑み，箇条 10 は本文（＝規定）

ではなく附属書に移して“参考”とした。 

我が国の状況に応じた変

更であり，技術的な差異

はない。 

     

注記 1 箇条ごとの評価欄の用語の意味を，次に示す。 
－ 削除：対応国際規格の規定項目又は規定内容を削除している。 
－ 追加：対応国際規格にない規定項目又は規定内容を追加している。 
－ 変更：対応国際規格の規定内容又は構成を変更している。 

注記 2 JIS と対応国際規格との対応の程度の全体評価の記号の意味を，次に示す。 
－ MOD：対応国際規格を修正している。 

 




